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重要課題：公共施設のストック適正化

改革項目：②地方公共団体による公共施設等総合管理計画の策定促進と、ストック適正化に向けた国の積極的な役割
③地方公共団体における固定資産台帳、統一的な基準による地方公会計の整備

・公共施設等総合管理計画等の策定促進

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

引き続き先進事例等の情報共
有を図るとともに、都道府県を
推進役とする広域連携や持続
可能な水道事業とするための
適切な資産管理等を推進

広域連携の実施状況や検討中の事例とアセット
マネジメントの手引きや簡易ツールを厚生労働
省ＨＰで周知するとともに、都道府県や水道事業
者等との懇談会（全国５ブロック）や各種説明会
等を通じて、広域連携とアセットマネジメントの優
良事例の紹介等を行うことにより、広域連携やア
セットマネジメントを推進しており、順調である。

引き続き、左記の取組に努めるとともに、都道府県に
対する広域的な連携の推進役としての責務の規定や
アセットマネジメントの実施と公表に努めることとした
水道法改正案（国会への早期の再提出を予定）により、
広域連携とアセットマネジメントを推進する。

施設の統廃合や処理区域の
再編等を含む効率的な汚水処
理施設の整備及び運営管理
を実現するため、全都道府県
における都道府県構想の見直
しを推進
改正下水道法に基づく、広域
的な連携に向けた協議会の活
用を含め、広域化の取組を支
援

・2016年度末時点で29都府県において、見直し
完了済み。
・改正下水道法に基づく協議会については、現
在4地域（124団体）で設置されており、施設の統
廃合や維持管理の共同化等について検討中。
協議会の活用を含め、広域化に取り組む地域
について、モデル事業として支援。
（順調）

・全都道府県における2018年度までの都道府県構想
の見直し完了を目標に、取組を引き続き支援。
・改正下水道法に基づく協議会制度の活用等、地域
の実情に応じた広域化の取組をより一層推進。
・「経済財政運営と改革の基本方針2017」を踏まえ、
2022年度までの広域化を推進するための目標を今
年度中に設定し、目標に向けた取組を支援。

廃棄物処理施設については、
一般廃棄物処理事業実態調
査の結果を踏まえた広域化に
関する考え方や推進策・具体
的な事例を取りまとめ、地方
公共団体に示すこと等により、
地方公共団体における広域
化・集約化のための技術的な
支援を実施

・広域化・集約化の具体的な事例等の収集・整理
及び広域化・集約化の考え方や推進方策等の検
討・取りまとめを実施中。
（順調）

・広域化に関する考え方や推進策・具体的な事例は今
年度を目途に取りまとめる予定。

引き続き、委託研究により統
合による魅力ある学校づくり等
のモデル創出に取り組むとと
もに、学校規模の適正化の好
事例を周知し、地方公共団体
の取組を促進

平成29年度において、26の自治体でモデル創出
のための委託研究を実施中。
また、平成27年度、平成28年度に実施した委託
研究の成果を当省ウェブサイトで公表し、周知。
（順調）

引き続き、委託事業を実施し、そこで得られた好事例
を分析・発信するとともに、「公立小学校・中学校の適
正規模・適正配置等に関する手引」を周知する。

学校施設については、計画策
定に係る解説書の周知や個
別施設計画策定支援事業、計
画の策定状況の把握により、
個別施設計画の策定を促進

平成29年3月に作成した「学校施設の長寿命化
計画策定に係る解説書」を用いて、計画策定の
進め方や地方公共団体の事例を紹介する講習
会を、全国主要都市（6会場）で開催するとともに、
各都道府県主催の研修会においても講演を実施。
また、個別施設計画策定支援事業についても契
約を締結し順調に事業を進めている。
（順調）

引き続き、平成３２年度までに全ての地方公共団体が
個別施設計画を策定できるよう、策定状況を把握する
とともに、文部科学省が作成した「学校施設の長寿命
化計画策定に係る解説書」について、全国各地で講習
会の実施や策定済みの地方公共団体の事例を紹介
するなど、必要な支援策を講ずる。

文化施設・社会教育施設につ
いては、個別施設計画の策定
状況の把握や相乗効果の高
い集約化・複合化等の先進事
例の収集・横展開を実施

・文化施設、社会教育施設について、相乗効果
の高い集約化・複合化等の先進事例を収集し、
全国生涯学習・社会教育主管部課長会議等で地
方公共団体に周知した。
（順調）

引き続き、地方公共団体の参考となる集約化・複合化
等の取組を行いつつ、個別施設計画の策定状況の把
握に努める。

スポーツ施設については、個
別施設計画の策定状況の把
握やガイドラインによる技術的
な支援や先進事例の収集・横
展開を実施

・スポーツ施設の個別施設計画の策定状況につ
いて調査を実施（策定率10％）。
・平成29年5月に「スポーツ施設のストック適正化
ガイドライン（案）」を策定済。
・ガイドラインを踏まえ、地方公共団体のスポーツ
施設の個別施設計画策定を支援し、先進事例の
形成・横展開を図ることを目的とした委託事業
「スポーツ施設の個別施設計画策定支援事業」
の公募を実施中。総額900万円、3件程度を予定。
（順調）

引き続き、個別施設計画の策定状況や他の地方公共
団体の参考となる集約化・複合化等の取組を把握しつ
つ、個別施設計画策定中の地方公共団体を中心に必
要な支援を講ずる。

改革工程の進捗状況
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ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値（時点） 区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

個別施設（道路、公園など各施設）
ごとの長寿命化計画（個別施設計
画）の策定率

100％
（2020年度末）

（再掲） （再掲） （再掲）

重要課題：公共施設のストック適正化

改革項目：②地方公共団体による公共施設等総合管理計画の策定促進と、ストック適正化に向けた国の積極的な役割
③地方公共団体における固定資産台帳、統一的な基準による地方公会計の整備

・公共施設等総合管理計画等の策定促進

ＫＰＩの状況

※前ページつづき
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